別紙様式第１号（別記１関係）　　　　　　　　　　　
みどりの食料システム戦略推進交付金（推進体制整備）事業実施計画書

番　　　号　

年　月　日　

都道府県知事　殿

事業実施主体名　

代表者氏名　　　　　　　

みどりの食料システム戦略推進交付金交付等要綱（令和５年３月30日付け４環バ第465号農林水産事務次官依命通知）第５の２の規定に基づき、事業実施計画を提出する。

　　
	
	事業メニュー
	様式
	チェック欄

	１
	みどりの食料システム基本計画の推進
	別添１
	

	２
	有機農業指導員等の育成・確保
	別添２
	


（注）作成した事業メニューのチェック欄に「〇」を記載すること。

（注１）別添（事業実施計画）を添付すること。

（注２）各書式については必要に応じて、適宜、行を追加して記載すること。
（注３）事業実施年度及び目標年度における事業実施状況等の報告の際、本様式別添に準じて事業実施結果に係る報告書を作成し、事業実施状況等の報告書に添付すること。
別添１　みどりの食料システム基本計画の推進　　　　　　
推進体制整備実施計画（事業実施主体計画）

第１　事業実施主体の概要等

	事業実施主体名



	事業担当者名及び
連絡
先


	氏名（ふりがな）


	
	所属（部署名等）


	
	役職


	
	所在地


	
	電話番号

	FAX



	
	メールアドレス　　　　　　　　　　URL


	事業実施地域




第２　事業費総括表

	区分


	事業費


	負担区分
	事業の委託


	備考



	
	
	交付金
	事業実施主体
	
	

	〇〇〇〇〇〇〇〇〇〇


	    円

	   　円

	    円

	(１)委託先(２)委託する事業の内容及びそれに要する経費


	

	合　計
	
	
	
	
	


（注）１　区分欄は、別記１の第１の１に掲げる取組を記載すること。
２　備考欄には、区分欄に掲げる取組の経費及び事業の委託欄に掲げる（２）の経費の根拠（経費内容、単価、数量、員数等）を詳細に記載すること。
３　備考欄は別葉とすることができる。
第３　事業の目的及び内容
	１　事業の目的

※　みどりの食料システム基本計画の推進に向け、事業実施地域における課題を踏まえた事業の目的を記載

※　本事業による基本計画作成又は見直しに向けた検討が事業実施地域の環境負荷低減にどのように寄与するかについて記載

	２　事業の実施方針
·  特定区域の設定に向けたプロジェクト組成や合意形成など、事業実施年度におけ
るみどりの食料システム基本計画の推進に向けた検討の方向性を記載すること。

	３　実施体制

※　事業実施体制について、事業に関わる者の全体像及び地域ぐるみの取組であるこ
とが把握できるように図示。
※　連携する団体等について、その名称及び概要を記載

	４　事業内容  
ア　検討会等の設定（例）
名称
設置年月日
構成員
イ　検討会等の開催（例）
実施時期

実施内容

実施場所

基本計画の作成・見直し等　予定年月日



	５　事業の目標（達成すべき成果）及び波及効果

※1　目標年度を記載すること。

※2　みどりの食料システム戦略及び以下を踏まえて目標を設定すること。

１．事業実施地域の環境負荷低減を図る取組
２．モデル地区（先進性、普及性）に資する取組
３．現行のみどりの食料システム法に基づく基本計画その他関係する行政計画の目標及び取組

	６　事業成果・効果の検証方法　

※　５の目標の達成状況を定量的に確認できる成果指標を記載



	７　行政施策との関連性について


	８　その他事業の推進に必要な事項



別添２　有機農業指導員等の育成・確保
推進体制整備実施計画(事業実施主体計画)

第１　事業実施主体の概要等

	事業実施主体名



	事業担当者名及び
連絡
先


	氏名（ふりがな）


	
	所属（部署名等）


	
	役職


	
	所在地


	
	電話番号

	FAX



	
	メールアドレス　　　　　　　　　　URL


	事業実施地域




第２　事業費総括表

	区分


	事業費


	負担区分
	事業の委託


	備考



	
	
	交付金
	事業実施主体
	
	

	〇〇〇〇〇〇〇〇〇〇


	    円

	   　円

	    円

	(１)委託先(２)委託する事業の内容及びそれに要する経費


	

	合　計
	
	
	
	
	


（注）１　区分欄は、別記１の第１の２に掲げる取組を記載すること。
２　備考欄には、区分欄に掲げる取組の経費及び事業の委託欄に掲げる（２）の経費の根拠（経費内容、単価、数量、員数等）を詳細に記載すること。また、当該事業の直接的な実施者を記載する。
３　備考欄は別葉とすることができる。
第３　事業の目的及び内容
	１　事業の目的

※　事業実施地域における課題と課題を踏まえた事業の目的を記載



	２　事業の実施方針
※　有機農業指導員等の人材育成・確保に向けた方針を記載すること。
※　有機農業指導員等育成の普及に向けた指導活動の方針を記載すること。

	３　実施体制

※　事業実施体制について、事業に関わる者の全体像及び地域ぐるみの取組であるこ
とが把握できるように図示。

※　連携する団体等について、その名称及び概要を記載

	４　事業内容

	有機農業指導員等の育成

	事業内容
· 具体的な取組内容、対象者の属性（普及指導員等の都道府県職員、営農指導員等の農業協同組合職員、市町村職員、民間事業者、農業者等）等を記載すること。

	実践的な指導活動

	事業内容
· 具体的な取組内容、指導の対象者等を記載すること。

	５　事業の目標（達成すべき成果）及び波及効果

	有機農業指導員等の育成
	①有機農業指導員等種別：〇〇〇員、〇〇〇員　※複数の場合は各々記載

	
	②成果目標年度及び目標値：〇年度、〇人、〇人　※複数の場合は各々記載

	
	（目標値設定の考え方）
※　みどりの食料システム戦略及び以下を参考に目標値設定の考
え方を記載すること。
１．事業実施地域の環境負荷低減を図る取組。
２．モデル地区に該当する取組。

	実践的な指導活動


	事業目標

※　みどりの食料システム戦略及び以下を参考に目標値設定の考
え方を記載すること。
１．事業実施地域の環境負荷低減を図る取組。
２．モデル地区に資する取組。

	６　専門指導体制計画
　　有機農業指導員については、別添２－１に記載すること。
　　専門指導員（有機農業指導員以外）については、別添２－３に記載すること。

	７　事業成果・効果の検証方法　

※　５の目標の達成状況を定量的に確認できる成果指標を記載



	８　行政施策との関連性について


	９　その他、事業の推進に必要な事項



目標年度：令和〇年度











